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１．はじめに 

 埋蔵文化財とは土地に埋蔵された文化財のことで、一般には“遺跡”

と呼ばれています。 

 この埋蔵文化財はわたしたちの祖先が残した文化的遺産であるととも

に、歴史の解明にとってかけがえのない貴重な資料であり、調査によっ

てその実態を明らかにするとともに、長く後世に伝えてゆかなければな

りません。 

 また埋蔵文化財はわたしたちの生活とかけ離れた存在ではなく、市内

に広範に分布していて、わたしたちは遺跡の中で暮しているといっても

過言ではありません。このような状況のなかで、日々おこなわれる工事

等によって、気付かぬうちに破壊が進んでいるのです。 

 この埋蔵文化財を保護するため、文化財保護法によって工事の届出が

義務付けられており、その他の保護の施策も講じられていますので、そ

の手続き等について下記のことを参照のうえご協力ください。 

 

 

２．届出から調査まで（資料１、２の取扱いフロ－参照） 

（１）埋蔵文化財の分布状況の確認 

 市内で開発行為、建築工事、切土、盛土など、土地の現状を変更する

こととなるようなあらゆる工事をおこなう場合は、その場所が周知の埋

蔵文化財包蔵地（遺跡）であるかどうか確認する必要があります。また、

遺跡分布図は、文化財課(市庁舎５階)で閲覧することができます。 

 なお、範囲確認の問い合わせは、ファックスでも受け付けていますの

で、ご利用の場合は別紙「ファックスによる埋蔵文化財包蔵地の範囲確

認について」をご覧ください。 

 

（２）発 掘 届 出 

 周知の埋蔵文化財包蔵地で土木工事等をおこなおうとする時は、工事

に着手しようとする６０日前までに届出なければなりません。届出に対

して、大阪府教育委員会の指示があります。 

（文化財保護法９３条第１項、同条第２項） 

 

 
事 業 者 

届 出 書  
市 教 委 

届 出 書 進 達  
府 教 委 

  

指示(通知)書伝達 指示(通知)書 

  

 



２ 

 

（３）大阪府教育委員会の指示 

 届出に関する指示には、「発掘調査」、「工事立会」、「慎重工事」

があります。詳しいことは、資料３．「大阪府における開発事業等に伴

う埋蔵文化財の取扱い基準」等を参照してください。 

 

（４）調 査 の 実 施 

 大阪府又は本市の教育委員会等に、調査を依頼してください。 

 

 

３．遺跡を発見した場合 

 工事等の際に、遺構や遺物等、遺跡と認められるものを発見したとき

は、その現状を変更することなく、遅滞なく、届出なければなりません。 

 発見した場合は、大阪府又は本市の教育委員会に連絡してその指示に

従ってください。   （文化財保護法第９６条第１項、開発指導要綱第１１条第３項）  

 

 

４．費用負担 

 調査費用は、個人住宅等営利を目的としない事業の場合には、公費負

担でおこないます。その他の場合には、事業者に協力を求めています。 

（文化財保護法第９９条第３項、開発指導要綱第１１条第４項） 

 

 

５．試掘・確認調査について 

 開発事業等の基本構想立案や用地選定に当たり、発掘届出前や、遺跡

範囲外で工事中の不時発見による工事中断と事業費の増大等を防止する

ため、あらかじめ埋蔵文化財の有無や内容・性格等の確認を必要とする

場合は、事業者の依頼により試掘・確認調査を実施します。希望される

場合は「埋蔵文化財〔試掘・確認〕調査依頼書」を提出してください。 

 なお、開発事業等と埋蔵文化財保護の円滑な調整を図るため、早期

（開発指導要綱事前協議書、または建築確認申請書提出前）に試掘・確

認調査と取扱い協議（保存協議）を実施されることをおすすめします。 



開発協議に伴う埋蔵文化財の取扱いフロー（事前協議書提出後に協議を開始した場合） 
 

 

 周知遺跡外 周 知遺跡内 

事 業 者 の 選 択 発 掘 届 出 

試掘調査希望 

試掘調査依頼 

試掘調査実施 

府 教 委 の 指 示 

発掘調査 

確 認 調 査 依 頼 

工事立会 

確認調査実施 

遺 構 無  遺 構 有 遺 構 無 遺 構 有 

取 扱 い 協 議 （ 保 存 協 議 ） 取 扱 い 協 議 （ 保 存 協 議 ） 

協 定 締 結 

記録保存 埋没保存 埋没保存 記録保存 

遺 跡 発 見 届 出 
協 定 締 結 

府 教 委 の 指 示 

工事立会 慎重工事 発掘調査 工事立会 本発掘調査 

本 発 掘 調 査 実 施 協 議 

市教委に依頼 

発掘調査依頼 

覚 書 

本 発 掘 調 査 実 施 

市教委以外に依頼 

以 降 法 定 手 続 

慎重工事 
試掘調査希望せず 

－
３
－

 

資
料
１

 

ただし、工事中遺跡を発

見したときは、現状変更

の禁止、遺跡発見届出の

義務 

※事業構想立案段階で確認調査を先行して実施する

場合は、取扱い協議（保存協議）後に「発掘届出」

を提出することになります。 



建築確認に伴う埋蔵文化財の取扱いフロー 
 

 

 建築確認の事前調査 遺跡分布図による分布状況の確認 ※（文化財協議） 

発 掘 届 出 

協  定  締  結 

工 事 立 会 

本 発 掘 調 査 実 施 協 議 

市教委に依頼 

本 発 掘 調 査 実 施 

発掘調査依頼 

覚 書 

市教委以外に依頼  

以 降 法 定 手 続 

埋 没 保 存 記 録 保 存 

遺 構 有 遺 構 無 

確 認 調 査 依 頼 

確 認 調 査 実 施 

慎 重 工 事 工 事 立 会 発 掘 調 査 

府 教 委 の 指 示 

工  事  着  工 

（申請者    文化財課） 

建 築 確認申請の本市各課合議 

意 見 

周知遺跡外 周知遺跡内 

※（文化財協議必要） 

建 築 確 認 通 知 

（府建築指導室審査指導課又は指定確認検査機関    申請者） 

建 築 確 認 申 請 

（申請者    府建築指導室審査指導課又は指定確認検査機関） 

建 築 確 認 申 請 ( 経 由 ・ 調 査 報 告 ) 

（申請者    市まちづくり推進課） 

取扱い協議（保存協議） 

（ 申 請 者   文 化 財 課 ） 

(注 )工事着手予定の６０日前までに届出  

本発掘調査 

―
４
―

 

資
料
２
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大 阪 府 に お け る 開 発 事 業 等 に 伴 う                      

埋 蔵 文 化 財 の 取 扱 い 基 準 （ 抜 す い ）                      

 
                 平成 12 年３月 24日 大阪府教育委員会教育長通知 

             （改定）平成 15 年４月 10日           同通知 

 

１．略 

 

２．記録保存のための発掘調査等の措置をとる場合の取扱い基準 

（１）発掘調査の要否について 

 周知の埋蔵文化財包蔵地における開発事業に伴う土木工事等に関しては、法

に基づく届出等に基づき、当該土木工事等が本「基準」別表２に該当する要件

により、記録保存のための発掘調査等、必要な措置を講ずるものとする。 

 

（２）工事の種別及び工事内容による取扱い基準について 

 周知の埋蔵文化財包蔵地における開発事業に伴う土木工事等については、直

接当該土木工事等によって埋蔵文化財が破壊される場合を除いて、原則として

工事の種別により本「基準」別表３に示すとおり取扱うものとする。 

 

（３）記録保存のための発掘調査範囲の決定基準 

 上記（１）、（２）により記録保存のための発掘調査の措置を講ずるとされた

場合、当該開発事業等の予定地について発掘調査を実施する範囲は、本「基準」

別表４に示す状況等が想定又は確認されている場合を除いて、原則として上記

（１）、（２）による発掘調査の措置を要する要件を満たす部分とする。 

 ただし、調査の進捗等により一体的な記録保存等の措置が必要と判断される

場合はこの限りではない。 

 

３．略 

 

４．その他 

（１）基準の見直し 

 本「基準」は、社会状況の変化、学問水準の変化に応じ、大阪府教育委員会、

各市町村教育委員会の協議の上、必要により見直すことができるものとする。 

 

（２）適用 

 本「基準」は平成１５年 ５ 月 １ 日より適用する。 
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（別表１） 
 

法に基づいて取扱う埋蔵文化財の種類及び時代の範囲 

基準の要素 区    分 取    扱    い 

時代による取

扱い 

中世までに属

する遺跡 

原則として全てを埋蔵文化財包蔵地として取扱う。 

ただし、本表の種類による取扱いにより除外すべきものは除く。 

近世に属する

遺跡 

地域において必要なものについて埋蔵文化財として取扱う。ただし、中

世に属する遺跡と一体をなす江戸時代前期までの遺跡は上記中世以前

に属する遺跡に準じて取扱う。 

近代以降に属

する遺跡 

地域において特に重要なものについて埋蔵文化財として取扱う。 

種類による取

扱い 

法第２条の４

で規定される

記念物の内、土

地に埋蔵され

ている文化財 

この表の時代による取扱いを踏まえ、埋蔵文化財包蔵地として取扱う。 

ただし、下記に示す状況が明確に確認される場合は、埋蔵文化財として

の取扱いから除外することができるものとする。 

①二次的な堆積や遺物包含状況が希薄な遺物包含層のみで構成される

場合 

②人為的痕跡に乏しい自然遺構のみで構成される場合 

 

 

（別表２） 
 

法による届出等に基づいて行う発掘調査等の必要な措置に関する要件 

必要な措置 要      件 備      考 

 

発 掘 調 査 

①工事等により埋蔵文化財が損壊される場合 ただし、この表「工事立会」①②④に該当

する場合は、この限りではない。 

②掘削が埋蔵文化財に直接及ばない場合にあ

っても、工事等によって地下の埋蔵文化財に

影響を及ぼすおそれがある場合 

保護層を設定することにより、工事等によ

る地下の埋蔵文化財への影響が回避される

場合は、この限りではない。 

この場合、保護層の厚さは概ね３０㎝を基

本とする。 

③恒久的な工作物の設置により相当期間にわ

たり埋蔵文化財と人との関係が絶たれ、当該

埋蔵文化財が損壊したのに等しい状態となる

場合 

「基準」２－（２）に基づいて工事の種別

により取扱いを定める。 

 

工 事 立 会 

①工事等による損壊又は影響を及ぼすおそれ

のある範囲が狭小で通常の発掘調査の実施が

困難な場合 

この場合の狭小な範囲とは、工事等の掘削

幅が概ね１ｍ以内の場合とする。 

ただし、個々の掘削等が狭小な範囲であっ

ても複数の掘削等により損壊される場合

は、その施工範囲全体をこの表「発掘調査」

①による取扱いを行うことを基本とする。 

②工事等による影響が軽微な場合 軽微な影響とは、工事による掘削が遺物包

含層の一部にのみ及ぶなどの場合とする。 

③この表による発掘調査の要件に該当しない

工事等で、保護層の確保等工法上、施工に際

して埋蔵文化財保護について確認及び指導等

が必要な場合 

過去に埋没保存等の措置を行った箇所等を

含む。 

④発掘調査の実施上、安全の確保が著しく困

難な場合 

緊急性等やむを得ない場合に限ることとす

る。 

 

慎 重 工 事 

①工事等による掘削及び影響が埋蔵文化財に

及ばない場合 

既往の調査成果や試掘調査・確認調査によ

り、新たに埋蔵文化財への損壊や影響が生

じないことが明確な場合に限る。 ②工事等の範囲に埋蔵文化財が現存しないこ

とが明らかな場合 

③試掘調査・確認調査により記録保存の措置

を必要とする状況が確認されなかった場合 
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（別表３） 
 

埋蔵文化財の損壊を伴わない場合の工事の種類及び工事内容による取扱い 

工 事 の 種 類 取扱い 備       考 

道 路 発 掘 調 査  将来にわたり地下埋設物等の地下利用の可能性

のない下記の部分は除く。 

①一時的な工事用道路、道路の植樹帯、 歩道等の

部分 

②高架・橋梁の橋脚を除く部分 

③道路構造令に準拠しない農道・私道 

鉄 道 発 掘 調 査  道路に準じて取扱う。 

河 川 （ 堤 防 ・ 河 川 敷 ） 発 掘 調 査  高水敷については、利用計画等により埋蔵文化財

が損壊又は影響が及ぶ場合以外は除く。 

ダ ム （ 堤 体 ・ 貯 水 池 ） 発 掘 調 査  貯水池については常時満水位までを対象とし、そ

れより上位は除く。 

恒久的な盛

土 ・ 埋 立 

厚 さ ３ ｍ 以 上 

 

発 掘 調 査  ただし、厚さの最大値が３ｍ以上となる傾斜地に

おける盛土施工については、埋蔵文化財の内容・性

格等の把握が可能な範囲で、発掘調査の実施につい

て調整することができるものとする。 

厚 さ ３ ｍ 未 満 慎 重 工 事  下記の場合は厚さ３ｍ未満であっても発掘調査

の対象として扱う。 

①土壌等が軟弱なため埋蔵文化財に影 響を及ぼ

すおそれがある場合 

②古墳、土塁、城館、濠等、地表に顕在する埋蔵文

化財を含む場合 

建 築 物 慎 重 工 事  ただし、古墳、土塁、城館、濠等、地表に顕在す

る埋蔵文化財を含む場合で、工事によってその景観

等が大きく改変される場合は、発掘調査等の措置を

執ることができるものとする。 

公 園 ・ グ ラ ウ ン ド ・ 

平 面 駐 車 場 等 

慎 重 工 事  ただし、古墳、土塁、城館、濠等、地表に顕在す

る埋蔵文化財を含む場合で、工事後にその利用等に

より埋蔵文化財の損壊等の影響を生ずるおそれが

ある場合は、発掘調査等の措置を執ることができる

ものとする。 

 

 

 

 

（別表４） 
 

記録保存のための発掘調査を要さない範囲 

対象とする区域の状況 備       考 

二次的な堆積が明らかな遺物包含層のみで構成さ

れる区域 

 ただし、包含される遺物が出土文化財として、将来

にわたり保存・活用を図る必要性があると判断された

場合はこの限りではない。 

遺物包含状況が希薄な遺物包含層のみで構成され

る区域 

 ただし、本来遺物が多量に出土することが希な時代

の場合や完形品や遺物の遺存が良好な場合、祭祀関連

等希少性が重要な場合等はこの限りではない。 

人為的痕跡に乏しい自然遺構のみで構成される区

域 

 ただし、対象とする遺跡の立地や形成過程等を解明

する上で不可欠な部分についてはこの限りではない。 

単独の遺構が点在する種類の埋蔵文化財包蔵地に

おける空閑地に当たる区域 

明確な遺構を伴わない耕作等の生産遺跡の区域 

 ただし、古墳群・窯跡群等の埋蔵文化財で点在する

範囲が広範なものの空閑地であっても、それらを相互

に関連づける状況や関連する遺構の存在が確認された

場合はこの限りではない。 

 



資料４ 

８ 

 

大阪府における開発事業等に伴う埋蔵文化財の 

取扱いにかかる試掘調査・確認調査実施要領                      

 

１．趣旨 

 この要領は、「大阪府における開発事業等に伴う埋蔵文化財の取扱い基準」（平成１

２年３月２４日付け教委文第５７２号大阪府教育委員会教育長通知。以下「基準」とい

う。）に基づき、開発事業等に伴い埋蔵文化財包蔵地の把握のため周知の埋蔵文化財包

蔵地外でその有無を確認するために行う試掘調査及び周知の埋蔵文化財包蔵地内で記

録保存のための発掘調査等の措置の要否の判断並びに摘要範囲等を決定するために行

う確認調査に関して、開発事業者等との調整、試掘調査・確認調査の実施方法等、必要

な事項を定める。 

 

２．試掘調査に関する基本事項 

 周知の埋蔵文化財包蔵地外で開発事業等に伴う土木工事が計画された場合は、当該開

発事業等が実施されることにより未知の埋蔵文化財が不時に発見され、国民の共有の財

産である貴重な埋蔵文化財が不用意に損壊されることを未然に防ぐとともに、埋蔵文化

財の不時発見に備えその保護と開発事業等との円滑な調整を図るため、事前に埋蔵文化

財の有無を確認しておくことが望ましい。 

 従って各教育委員会は開発事業等に対して指導等の行政を担当する関係部局（以下

「関係部局」という。）と連携を図る等により管内の周知の埋蔵文化財包蔵地外におけ

る開発事業等についても計画の早期の段階で十分に把握するとともに、事前に埋蔵文化

財の有無を確認するための試掘調査（以下「試掘調査」という。）の実施について、下

記の点に留意して開発事業者等に協議を求めることを基本とする。 

 ①開発事業等の事前の把握・調整に際しては、関係部局との連携を図ることにより、

開発事業等の規模や内容に応じて適切に協議を求め調整を図ること。 

 ②試掘調査の実施に際しては、関係部局と十分に連携を図り、関係部局が当該開発事

業等を適切な計画であると判断した後に着手することを基本とすること。 

 ③協議を求める際の要件は、上記①による要件と共に、周辺での既往の調査結果や地

表面の観察及び現況観察等地理学的所見からでは判断できない場合とすること。 

 ④開発事業等が国又は地方公共団体及び関係機関による公共事業である場合は、その

公共性と円滑な事業計画の必要性を考慮し、可能な限り事前の試掘調査の実施につい

て調整を図ること。 

 

３．試掘調査の実施方法 

 試掘調査の実施に際しては、当該開発事業等の事業計画面積や立地条件により、概ね

下記の事業計画面積に対する割合と方法で行うことを基本とする。 

 ①事業計画面積が１,000 ㎡以下で集落遺跡等が想定される平地における開発事業等

に関しては、試掘調査区の面積の合計が事業計画面積に対して概ね 10％程度となる範囲

内で複数の試掘調査区を設定して実施する。 

 

 



９ 

 

 ②事業計画面積が１,000 ㎡を越え集落遺跡等が想定される平地における開発事業等

に関しては、試掘調査区の面積の合計が事業計画面積に対して概ね５％程度となる範囲

内で複数の試掘調査区を設定して実施する。 

 ③事業計画地内に古墳・窯跡等、点在する埋蔵文化財が想定される傾斜地等の開発事

業等に関しては、試掘調査区の面積の合計が事業計画面積に対して概ね１0％程度と

なる範囲内で複数の試掘調査区を設定して実施する。 

 ただし試掘調査の方法に関しては、事業計画地の立地や形状を考慮し、上記の割合や

方法を基本としつつ適宜調整できるものとする。 

 

４．確認調査に関する基本事項 

 周知の埋蔵文化財包蔵地内で開発事業等が計画された場合、当該埋蔵文化財の取扱い

について当該開発事業者と円滑に調整を図るため、その性格や内容等の概要を把握する

ことを目的とする確認調査（以下「確認調査」という。）の実施については、下記の点

に留意して開発事業者等に協議を求めることを基本とする。 

 ①当該開発事業等による埋蔵文化財の損壊の有無等「基準」に基づく発掘調査の要否

の判断や発掘調査を要する範囲の決定を行う際は、周辺での既往の調査結果や地表面

の観察及び現況観察等地理学的所見等を十分検討した上で、なおかつ当該開発事業者

と円滑に調整を図るため必要と判断される場合に確認調査の実施について、当該開発

事業者等に協議を求め調整を図ること。 

 ②「基準」２－（２）に基づいて摘要される別表３により、厚さの最大値が３ｍ以上

となる傾斜地における盛土施行等、当該埋蔵文化財の内容・性格等を把握するため合

理的な範囲で実施する記録保存のための発掘調査は、この要領における確認調査に準

じて実施するものとし、当該開発事業者等に協議を求め調整を図ること。 

 ③確認調査の実施により当該開発事業等に伴う本発掘調査の必要がない又は地下に

埋没保存が可能と判断された場合は、確認調査の実施によって当該開発事業地全体に

ついて埋蔵文化財の発掘調査が完了した等の誤解を生ずることのないよう、当該開発

事業者及び土地所有者にその保全について周知を図るとともに、各教育委員会におい

ては当該埋蔵文化財についてとった措置等について記録し混乱を生じないよう留意

すること。 

 

５．確認調査の実施方法 

 確認調査の実施に際しては、確認調査区の面積の合計が事業計画面積に対して概ね１

0％程度となる範囲内で確認調査区を設定して実施することとし、当該埋蔵文化財の時

代や種類を考慮し、適切かつ有効な方法で実施することを基本とする。 

 ただし、上記４－②によって実施する当該埋蔵文化財の内容・性格等を把握するため

合理的な範囲で実施する記録保存のための発掘調査に関しては、事業計画面積に対して

の割合については適用しないこととし、当該埋蔵文化財の時代や種類を考慮し、適切か

つ有効な方法で実施することとする。 



資料５ 

１０ 

 

工作物の基礎構造物構築による埋蔵文化財の 

部分的損壊に関する取扱いの基本的な考え方 

 

 

（１）工作物の基礎構造物の構築に際して、部分的であっても埋蔵文化財の損

壊を伴う場合は、「基準」２－（１）に基づいて、施工に伴って損壊される部分

及び影響が及ぶおそれが生ずる部分について記録保存のための発掘調査を実施

することを原則とする。 

 この場合の施工に伴って影響が及ぶおそれが生ずる部分とは、その構築と解

体撤去によって生ずる損壊と影響が想定される範囲とし、損壊はされないもの

の施工によって周囲の埋蔵文化財と分断されることにより損壊される部分と一

体的な記録保存の措置が必要と判断される範囲を含むものとする。 

 

（２）上記（１）の取扱いにおいて、基礎構造物によって損壊を受ける埋蔵文

化財の面積の合計が、構築される工作物の設置面積の概ね５％未満であって非

連続的に構築され、かつ個々の基礎構造物の幅或いは径が概ね１ｍ未満である

場合は、「基準」別表２「工事立会」①による通常の発掘調査の実施が困難な狭

小な範囲の場合として、発掘調査の要件から除外できるものとする。 

 この場合、工作上、土層観察や出土品の確認・採集等、「工事立会」による措

置を有効に実施することが困難な場合は、別表２「工事立会」は「十分な工法

協議に基づく慎重工事」に読み替えることができるものとする。 

 

（３）施工により埋蔵文化財を損壊する工作物の構築に伴い事前に記録保存の

ための発掘調査を実施することにより、発掘調査完了後、予定の工作物の構築

について施工が極めて困難となる場合、もしくは発掘調査を実施することによ

り地盤改良等の付帯工事を要し事業者に発掘調査に要する費用以外に相当の負

担を生ずる場合で、調査前の現況地盤から事前に施工することにより上記の障

害を一定解消または軽減することが可能な場合は、十分な工法協議に基づいて

発掘調査に先行して実施する当該基礎構造物の施工箇所について、発掘調査の

対象から除外することができるものとする。 

 この場合、事前に施工する基礎構造物によって損壊を受ける埋蔵文化財の面

積の合計が、構築される工作物の設置面積の概ね５％未満であって非連続的に

構築され、かつ個々の基礎構造物の幅或いは径が概ね１ｍ未満であることとする。 



 

１１ 

 

資料６ 

文 化 財 保 護 法 （抜すい） 
 

第１章 総 則 

（この法律の目的） 

第１条 この法律は、文化財を保存し、且つ、その活用を図り、もって国民の文化的向上に資するととも 

に、世界文化の進歩に貢献することを目的とする。 

（文化財の定義） 

第２条 この法律で「文化財」とは、次に掲げるものをいう。 

（１） 建造物、絵画、彫刻、工芸品、書跡、典籍、古文書その他の有形の文化的所産で我が国にとっ 

て歴史上又は芸術上価値の高いもの（これらのものと一体をなしてその価値を形成している土地 

その他の物件を含む。）並びに考古資料及びその他の学術上価値の高い歴史資料（以下「有形文 

化財」という。） 

（２） 演劇、音楽、工芸技術その他の無形の文化的所産で我が国にとって歴史上又は芸術上価値の高 

いもの（以下「無形文化財」という。） 

（３） 衣食住、生業、信仰、年中行事等に関する風俗慣習、民俗芸能、民俗技術及びこれらに用いら 

れる衣服、器具、家屋その他の物件で我が国民の生活の推移の理解のため欠くことのできないも 

の（以下「民俗文化財」という。） 

（４） 貝づか、古墳、都城跡、城跡、旧宅その他の遺跡で我が国にとって歴史上又は学術上価値の高 

   いもの、庭園、橋梁、峡谷、海浜、山岳その他の名勝地で我が国にとって芸術上又は観賞上価値 

の高いもの並びに動物（生息地、繁殖地及び渡来地を含む。）、植物（自生地を含む。）及び地 

質鉱物（特異な自然の現象の生じている土地を含む。）で我が国にとって学術上価値の高いもの 

（以下「記念物」という。） 

（５） 地域における人々の生活又は生業及び当該地域の風土により形成された景観地で我が国民の生 

活又は生業の理解のため欠くことのできないもの（以下「文化的景観」という。） 

（６） 周囲の環境と一体をなして歴史的風致を形成している伝統的な建造物群で価値の高いもの（以 

   下「伝統的建造物群」という。） 

（政府及び地方公共団体の任務） 

第３条 政府及び地方公共団体は、文化財がわが国の歴史、文化等の正しい理解のため欠くことのできな 

いものであり、且つ、将来の文化の向上発展の基礎をなすものであることを認識し、その保存が適切に 

行われるように、周到の注意をもってこの法律の趣旨の徹底に努めなければならない。 

（国民、所有者等の心構） 

第４条 一般国民は、政府及び地方公共団体がこの法律の目的を達成するために行う措置に誠実に協力し 

なければならない。 

２ 文化財の所有者その他の関係者は、文化財が貴重な国民的財産であることを自覚し、これを公共のた 

めに大切に保存するとともに、できるだけこれを公開する等その文化的活用に努めなければならない。 

３ 政府及び地方公共団体は、この法律の執行に当って関係者の所有権その他の財産権を尊重しなければ 

ならない。 

 

第六章 埋蔵文化財 

（調査のための発掘に関する届出、指示及び命令） 

第９２条 土地に埋蔵されている文化財（以下「埋蔵文化財」という。）について、その調査のため土地 

を発掘しようとする者は、文部科学省令の定める事項を記載した書面をもって、発掘に着手しようとす 

る日の３０日前までに文化庁長官に届け出なければならない。ただし、文部科学省令の定める場合は、 

この限りでない。 

２ 埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるときは、文化庁長官は、前項の届出に係る発掘に関し必 

要な事項及び報告書の提出を指示し、又はその発掘の禁止、停止若しくは中止を命ずることができる。 

（土木工事等のための発掘に関する届出及び指示） 

第９３条 土木工事その他埋蔵文化財の調査以外の目的で、貝づか、古墳その他埋蔵文化財を包蔵する土 

地として周知されている土地（以下「周知の埋蔵文化財包蔵地」という。）を発掘しようとする場合に 

は、前条第１項の規定を準用する。この場合において、同項中「３０日前」とあるのは、「６０日前」 

と読み替えるものとする。 

２ 埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるときは、文化庁長官は、前項で準用する前条第１項の届 

出に係る発掘に関し、当該発掘前における埋蔵文化財の記録の作成のための発掘調査の実施その他の必 

要な事項を指示することができる。 

（埋蔵文化財包蔵地の周知） 

第９５条 国及び地方公共団体は、周知の埋蔵文化財包蔵地について、資料の整備その他その周知の徹底 

を図るために必要な措置の実施に努めなければならない。 



 

１２ 

 

２ 国は、地方公共団体が行う前項の措置に関し、指導、助言その他の必要と認められる援助をすること 

ができる。 

（遺跡の発見に関する届出、停止命令等） 

第９６条 土地の所有者又は占有者が出土品の出土等により貝づか、住居跡、古墳その他遺跡と認められ 

るものを発見したときは、第９２条第１項の規定による調査に当たって発見した場合を除き、その現状 

を変更することなく、遅滞なく、文部科学省令の定める事項を記載した書面をもって、その旨を文化庁 

長官に届け出なければならない。ただし、非常災害のために必要な応急措置を執る場合は、その限度に 

おいて、その現状を変更することを妨げない。 

２ 文化庁長官は、前項の届出があつた場合において、当該届出に係る遺跡が重要なものであり、かつ、 

その保護のため調査を行う必要があると認めるときは、その土地の所有者又は占有者に対し、期間及び 

区域を定めて、その現状を変更することとなるような行為の停止又は禁止を命ずることができる。ただ 

し、その期間は、３月を超えることができない。 

３ 文化庁長官は、前項の命令をしようとするときは、あらかじめ、関係地方公共団体の意見を聴かなけ 

ればならない。 

４ 第２項の命令は、第１項の届出があった日から起算して１月以内にしなければならない。 

５ 第２項の場合において、同項の期間内に調査が完了せず、引き続き調査を行う必要があるときは、文 

化庁長官は、１回に限り、当該命令に係る区域の全部又は一部について、その期間を延長することがで 

きる。ただし、当該命令の期間が、同項の期間と通算して６月を超えることとなってはならない。 

６ 第２項及び前項の期間を計算する場合においては、第１項の届出があった日から起算して第２項の命 

令を発した日までの期間が含まれるものとする。 

７ 文化庁長官は、第１項の届出がなされなかった場合においても、第２項及び第５項に規定する措置を 

執ることができる。 

８ 文化庁長官は、第２項の措置を執った場合を除き、第１項の届出がなされた場合には、当該遺跡の保 

護上必要な指示をすることができる。前項の規定により第２項の措置を執った場合を除き、第１項の届 

出がなされなかったときも、同様とする。 

９ 第２項の命令によって損失を受けた者に対しては、国は、その通常生ずべき損失を補償する。 

10 前項の場合には、第４１条第２項から第４項までの規定を準用する。 

（文化庁長官による発掘の施行） 

第９８条 文化庁長官は、歴史上又は学術上の価値が特に高く、かつ、その調査が技術的に困難なため国 

において調査する必要があると認められる埋蔵文化財については、その調査のため土地の発掘を施行す 

ることができる。 

２ 前項の規定により発掘を施行しようとするときは、文化庁長官は、あらかじめ、当該土地の所有者及 

び権原に基づく占有者に対し、発掘の目的、方法、着手の時期その他必要と認める事項を記載した令書 

を交付しなければならない。 

３ 第１項の場合には、第３９条（同条第３項において準用する第３２条の２第５項の規定を含む。）及 

 び第４１条の規定を準用する。 

（地方公共団体による発掘の施行） 

第９９条 地方公共団体は、文化庁長官が前条第１項の規定により発掘を施行するものを除き、埋蔵文化 

財について調査する必要があると認めるときは、埋蔵文化財を包蔵すると認められる土地の発掘を施行 

することができる。 

２ 前項の規定により発掘を施行しようとする場合において、その発掘を施行しようとする土地が国の所 

有に属し、又は国の機関の占有するものであるときは、教育委員会は、あらかじめ、発掘の目的、方法、 

着手の時期その他必要と認める事項につき、関係各省各庁の長その他の国の機関と協議しなければなら 

ない。 

３ 地方公共団体は、第１項の発掘に関し、事業者に対し協力を求めることができる。 

４ 文化庁長官は、地方公共団体に対し、第１項の発掘に関し必要な指導及び助言をすることができる。 

５ 国は、地方公共団体に対し、第１項の発掘に要する経費の一部を補助することができる。 

（返還又は通知等） 

第１００条 第９８条第１項の規定による発掘により文化財を発見した場合において、文化庁長官は、当 

該文化財の所有者が判明しているときはこれを所有者に返還し、所有者が判明しないときは、遺失物法 

（明治３２年法律第８７号）第１３条で準用する同法第１条第１項の規定にかかわらず、警察署長にそ 

の旨を通知することをもつて足りる。 

２ 前項の規定は、前条第１項の規定による発掘により都道府県又は地方自治法（昭和２２年法律第６７ 

号）第２５２条の１９第１項の指定都市若しくは同法第２５２条の２２第１項の中核市（以下「指定都 

市等」という。）の教育委員会が文化財を発見した場合における当該教育委員会について準用する。 

３ 第１項（前項において準用する場合を含む。）の通知を受けたときは、警察署長は、直ちに当該文化 

財につき遺失物法第１３条において準用する同法第１条第２項の規定による公告をしなければならない。 

 （提出） 
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第１０１条 遺失物法第１３条で準用する同法第１条第１項の規定により、埋蔵物として差し出された物 

件が文化財と認められるときは、警察署長は、直ちに当該物件を当該物件の発見された土地を管轄する 

都道府県の教育委員会（当該土地が指定都市等の区域内に存する場合にあっては、当該指定都市等の教 

育委員会。次条において同じ。）に提出しなければならない。ただし、所有者の判明している場合は、 

この限りでない。 

（鑑査） 

第１０２条 前条の規定により物件が提出されたときは、都道府県の教育委員会は、当該物件が文化財で 

あるかどうかを鑑査しなければならない。 

２ 都道府県の教育委員会は、前項の鑑査の結果当該物件を文化財と認めたときは、その旨を警察署長に 

通知し、文化財でないと認めたときは、当該物件を警察署長に差し戻さなければならない。 

（引渡し） 

第１０３条 第１００条第１項に規定する文化財又は同条第２項若しくは前条第２項に規定する文化財の 

所有者から、警察署長に対し、その文化財の返還の請求があったときは、文化庁長官又は都道府県若し 

くは指定都市等の教育委員会は、当該警察署長にこれを引き渡さなければならない。 

（国庫帰属及び報償金） 

第１０４条 第１００条第１項に規定する文化財又は第１０２条第２項に規定する文化財（国の機関又は 

独立行政法人国立博物館若しくは独立行政法人文化財研究所が埋蔵文化財の調査のための土地の発掘に 

より発見したものに限る。）で、その所有者が判明しないものの所有権は、国庫に帰属する。この場合 

においては、文化庁長官は、当該文化財の発見された土地の所有者にその旨を通知し、かつ、その価格 

の２分の１に相当する額の報償金を支給する。 

２ 前項の場合には、第４１条第２項から第４項までの規定を準用する。 

（都道府県帰属及び報償金） 

第１０５条 第１００条第２項に規定する文化財又は第１０２条第２項に規定する文化財（前条第１項に 

規定するものを除く。）で、その所有者が判明しないものの所有権は、当該文化財の発見された土地を 

管轄する都道府県に帰属する。この場合においては、当該都道府県の教育委員会は、当該文化財の発見 

者及びその発見された土地の所有者にその旨を通知し、かつ、その価格に相当する額の報償金を支給す 

る。 

２ 前項に規定する発見者と土地所有者とが異なるときは、前項の報償金は、折半して支給する。 

３ 第１項の報償金の額は、当該都道府県の教育委員会が決定する。 

４ 前項の規定による報償金の額については、第４１条第３項の規定を準用する。 

５ 前項において準用する第４１条第３項の規定による訴えにおいては、都道府県を被告とする。 

（譲与等） 

第１０６条 政府は、第１０４条第１項の規定により国庫に帰属した文化財の保存のため又はその効用か 

ら見て国が保有する必要がある場合を除いて、当該文化財の発見された土地の所有者に、その者が同条 

の規定により受けるべき報償金の額に相当するものの範囲内でこれを譲与することができる。 

２ 前項の場合には、その譲与した文化財の価格に相当する金額は、第１０４条に規定する報償金の額か 

ら控除するものとする。 

３ 政府は、第１０４条第１項の規定により国庫に帰属した文化財の保存のため又はその効用から見て国 

が保有する必要がある場合を除いて、独立行政法人国立博物館若しくは独立行政法人文化財研究所又は 

当該文化財の発見された土地を管轄する地方公共団体に対し、その申請に基づき、当該文化財を譲与し、 

又は時価よりも低い対価で譲渡することができる。 

第１０７条 都道府県の教育委員会は、第１０５条第１項の規定により当該都道府県に帰属した文化財の 

保存のため又はその効用から見て当該都道府県が保有する必要がある場合を除いて、当該文化財の発見 

者又はその発見された土地の所有者に、その者が同条の規定により受けるべき報償金の額に相当するも 

のの範囲内でこれを譲与することができる。 

２ 前項の場合には、その譲与した文化財の価格に相当する金額は、第１０５条に規定する報償金の額か 

ら控除するものとする。 

（遺失物法の適用） 

第１０８条 埋蔵文化財に関しては、この法律に特別の定めのある場合のほか、遺失物法第１３条の規定 

の適用があるものとする。 

 

第１１章 文化審議会への諮問 

（文化審議会への諮問） 

第１５３条 

２ 文化庁長官は、次に掲げる事項については、あらかじめ、文化審議会に諮問しなければならない。 

（４） 重要文化財の環境保全のための制限若しくは禁止又は必要な施設の命令 

（10） 遺跡の現状変更となる行為についての停止命令又は禁止命令の期間の延長 

（11） 文化庁長官による埋蔵文化財の調査のための発掘の施行 
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第１２章 補則 

第１節 聴聞、意見の聴取及び不服申立て 

（聴聞の特例） 

第１５４条 文化庁長官（第１８４条第１項の規定により文化庁長官の権限に属する事務を都道府県又は 

市の教育委員会が行う場合には、当該都道府県又は市の教育委員会。次項及び次条において同じ。）は、 

次に掲げる処分を行おうとするときは、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項の規定に 

よる意見陳述のための手続の区分にかかわらず、聴聞を行わなければならない。 

（３） 第９２条第２項の規定による発掘の禁止又は中止命令 

（４） 第９６条第２項の規定による同項の調査のための停止命令若しくは禁止命令又は同条第５項の 

規定によるこれらの命令の期間の延長 

２ 文化庁長官は、前項の聴聞又は第４３条第４項（第１２５条第３項で準用する場合を含む。）若しく 

は第５３条第４項の規定による許可の取消しに係る聴聞をしようとするときは、当該聴聞の期日の１０ 

日前までに、行政手続法第１５条第１項の規定による通知をし、かつ、当該処分の内容並びに当該聴聞 

の期日及び場所を公示しなければならない。 

３ 前項の聴聞の期日における審理は、公開により行わなければならない。 

（意見の聴取） 

第１５５条 文化庁長官は、次に掲げる措置を行おうとするときは、関係者又はその代理人の出頭を求め 

て、公開による意見の聴取を行わなければならない。 

（３） 第９８条第１項の規定による発掘の施行 

２ 文化庁長官は、前項の意見の聴取を行おうとするときは、その期日の１０日前までに、同項各号に掲 

げる措置を行おうとする理由、その措置の内容並びに当該意見の聴取の期日及び場所を当該関係者に通 

告し、かつ、その措置の内容並びに当該意見の聴取の期日及び場所を公示しなければならない。 

３ 第１項の意見の聴取においては、当該関係者又はその代理人は、自己又は本人のために意見を述べ、 

又は釈明し、かつ、証拠を提出することができる。 

４ 当該関係者又はその代理人が正当な理由がなくて第１項の意見の聴取に応じなかったときは、文化庁 

長官は、当該意見の聴取を行わないで同項各号に掲げる措置をすることができる。 

 

第２節 国に関する特例 

（国に関する特例） 

第１６２条 国又は国の機関に対しこの法律の規定を適用する場合において、この節に特別の規定のある 

ときは、その規定による。 

第１７７条 第１０４条第１項の規定により国庫に帰属した文化財は、文化庁長官が管理する。ただし、 

その保存のため又はその効用から見て他の機関に管理させることが適当であるときは、これを当該機関 

の管理に移さなければならない。 

 

第３節 地方公共団体及び教育委員会 

（都道府県又は市の教育委員会が処理する事務） 

第１８４条 次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務の全部又は一部は、政令で定めるところにより、 

都道府県又は市の教育委員会が行うこととすることができる。 

（６） 第９２条第１項（第９３条第１項において準用する場合を含む。）の規定による届出の受理、 

第９２条第２項の規定による指示及び命令、第９３条第２項の規定による指示、第９４条第１項 

の規定による通知の受理、同条第２項の規定による通知、同条第３項の規定による協議、同条第 

４項の規定による勧告、第９６条第１項の規定による届出の受理、同条第２項又は第７項の規定 

による命令、同条第３項の規定による意見の聴取、同条第５項又は第７項の規定による期間の延 

長、同条第８項の規定による指示、第９７条第１項の規定による通知の受理、同条第２項の規定 

による通知、同条第３項の規定による協議並びに同条第４項の規定による勧告 

４ 都道府県又は市の教育委員会が第１項の規定によってした次の各号に掲げる事務（当該事務が地方自 

治法第２条第８項に規定する自治事務である場合に限る。）により損失を受けた者に対しては、当該各 

号に定める規定にかかわらず、当該都道府県又は市が、その通常生ずべき損失を補償する。 

（３） 第１項第６号に掲げる第９６条第２項の規定による命令 同条第９項 

５ 前項の補償の額は、当該都道府県又は市の教育委員会が決定する。 

６ 前項の規定による補償額については、第４１条第３項の規定を準用する。 

７ 前項において準用する第４１条第３項の規定による訴えにおいては、都道府県又は市を被告とする。 

（書類等の経由） 

第１８８条 この法律の規定により文化財に関し文部科学大臣又は文化庁長官に提出すべき届書その他の 

書類及び物件の提出は、都道府県の教育委員会を経由すべきものとする。 

２ 都道府県の教育委員会は、前項に規定する書類及び物件を受理したときは、意見を具してこれを文部 

科学大臣又は文化庁長官に送付しなければならない。 



 

１５ 

 

３ この法律の規定により文化財に関し文部科学大臣又は文化庁長官が発する命令、勧告、指示その他の 

処分の告知は、都道府県の教育委員会を経由すべきものとする。ただし、特に緊急な場合は、この限り 

でない。 

（文部科学大臣又は文化庁長官に対する意見具申） 

第１８９条 都道府県及び市町村の教育委員会は、当該都道府県又は市町村の区域内に存する文化財の保 

存及び活用に関し、文部科学大臣又は文化庁長官に対して意見を具申することができる。 

 

第１３章 罰則 

（刑罰） 

第１９７条 次の各号のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に処する。 

（２） 第９６条第２項の規定に違反して、現状を変更することとなるような行為の停止又は禁止の命 

令に従わなかった者 

第１９８条 次の各号のいずれかに該当する者は、１０万円以下の罰金に処する。 

（２） 第９８条第３項（第１８６条第２項で準用する場合を含む。）で準用する第３９条第３項で準 

用する第３２条の２第５項の規定に違反して、発掘の施行を拒み、又は妨げた者 

（行政罰） 

第２０２条 次の各号のいずれかに該当する者は、１０万円以下の過料に処する。 

（６） 第９２条第２項の規定に違反して、発掘の禁止、停止又は中止の命令に従わなかった者 

第２０３条 次の各号のいずれかに該当する者は、５万円以下の過料に処する。 

（２） 第３１条第３項（第６０条第４項（第９０条第３項で準用する場合を含む。）、第８０条及び 

１１９条第２項（第１３３条で準用する場合を含む。）で準用する場合を含む。）、第３２条 

（第６０条第４項（第９０条第３項で準用する場合を含む。）、第８０条及び第１２０条（第１ 

３３条で準用する場合を含む。）で準用する場合を含む。）、第３３条（第８０条、第１１８条 

及び第１２０条（これらの規定を第１３３条で準用する場合を含む。）並びに第１７２条第５項 

で準用する場合を含む。）、第３４条（第８０条及び第１７２条第５項で準用する場合を含む。

）、第４３条の２第１項、第６１条若しくは第６２条（これらの規定を第９０条第３項で準用す 

る場合を含む。）、第６４条第１項（第９０条第３項及び第１３３条で準用する場合を含む。）、 

第６５条第１項（第９０条第３項で準用する場合を含む。）、第７３条、第８１条第１項、第８ 

４条第１項本文、第９２条第１項、第９６条第１項、第１１５条第２項（第１２０条、第１３３ 

条及び第１７２条第５項で準用する場合を含む。）、第１２７条第１項、第１３６条又は第１３

９条第１項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 

 

 

 

資料７ 
 

文 化 財 保 護 法 施 行 令 （抜すい） 
 

（都道府県又は市の教育委員会が処理する事務） 

第５条 次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、都道府県の教育委員会が行うこととする。ただし、 

我が国にとって歴史上又は学術上の価値が特に高いと認められる埋蔵文化財について、文化庁長官がそ 

の保護上特に必要があると認めるときは、自ら第５号に掲げる事務（法第９２条の規定による届出の受 

理及び法第９４条第１項又は第９７条第１項の規定による通知の受理を除く。）を行うことを妨げない。 

 （５） 法第９２条の規定による届出の受理、同条第２項の規定による指示及び命令、法第９４条第１ 

項の規定による通知の受理、同条第２項の規定による通知、同条第３項の規定による協議、同条 

第４項の規定による勧告、法第９７条第１項の規定よる通知の受理、同条第２項の規定による通 

知、同条第３項の規定による協議並びに同条第４項の規定による勧告 

２ 法第９３条第１項において準用する法第９２条の規定による届出の受理、法第９３条第２項の規定に 

よる指示、法第９６条第１項の規定による届出の受理、同条第２項又は第７項の規定による命令、同条 

第３項の規定による意見の聴取、同条第５項又は第７項の規定による期間の延長及び同条第８項の規定 

による指示についての文化庁長官の権限に属する事務は、都道府県の教育委員会（地方自治法（昭和２ 

２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）の区域内におけ 

る土地の発掘又は遺跡の発見に係るものにあっては、当該指定都市の教育委員会）が行うこととする。 

ただし、我が国にとって歴史上又は学術上の価値が特に高いと認められる埋蔵文化財について、文化庁 

長官がその保護上特に必要があると認めるときは、自らこれらの事務（法第９３条第１項において準用 

する法第９２条の規定による届出の受理及び法第９６条第１項の規定による届出の受理を除く。）を行 

うことを妨げない。 
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資料８ 
 

埋蔵文化財の発掘又は遺跡の発見の届出等に関する規則 （抜すい） 
 

（発掘調査の場合の届出書の記載事項及び添附書類） 

第１条 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号。以下「法」という。）第９２条の規定による届出の 

書面には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

 （１） 発掘予定地の所在及び地番 

 （２） 発掘予定地の面積 

 （３） 発掘予定地に係る遺跡の種類、員数及び名称並びに現状 

 （４） 発掘調査の目的 

 （５） 発掘調査の主体となる者の氏名及び住所（国若しくは地方公共団体の機関又は法人その他の団 

体の場合は、その名称及び代表者の氏名並びに事務所の所在地） 

 （６） 発掘担当者の氏名及び住所並びに経歴 

 （７） 発掘着手の予定時期 

 （８） 発掘終了の予定時期 

 （９） 出土品の処置に関する希望 

 （10） その他参考となるべき事項 

２ 前項の届出の書面には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

 （１） 発掘予定地及びその付近の地図（周知の埋蔵文化財包蔵地における発掘の場合は、当該地図に 

埋蔵文化財包蔵地の概略の範囲を記入したもの） 

 （２） 発掘担当者が発掘調査の主体となる者以外の者であるときは、発掘担当者の発掘担当承諾書 

 （３） 発掘予定地の所有者の承諾書 

 （４） 発掘予定地につき権原に基く占有者があるときは、その承諾書 

 （５） 発掘予定地の区域において、石灰石、ドロマイト、耐火粘土、砂鉱等地表に近い部分に存する 

鉱物につき鉱業権が設定されているときは、当該鉱業権者の承諾書 

（土木工事等による発掘の場合の届出書の記載事項及び添附書類） 

第２条 法第９３条第１項で準用する法第９２条の規定による発掘届出の書面には、次に掲げる事項を記 

 載するものとする。 

 （１） 土木工事等しようとする土地の所在及び地番 

 （２） 土木工事等しようとする土地の面積 

 （３） 土木工事等しようそする土地の所有者の氏名又は名称及び住所 

 （４） 土木工事等しようとする土地に係る遺跡の種類、員数及び名称並びに現状 

 （５） 当該土木工事等の目的、計画及び方法の概要 

 （６） 当該土木工事等の主体となる者（当該土木工事等が請負契約等によりなされるときは、契約の 

    両当事者）の氏名及び住所（法人その他の団体の場合は、その名称及び代表者の氏名並びに事務 

所の所在地） 

 （７） 当該土木工事等の施行担当責任者の氏名及び住所 

 （８） 当該土木工事等の着手の時期 

 （９） 当該土木工事等の終了予定時期 

 （10） その他参考となるべき事項 

２ 前項の届出の書面には、土木工事等をしようとする土地及びその付近の地図並びに当該土木工事等の 

 概要を示す書類及び図面を添えなければならない。 

（事前の届出を要しない場合等） 

第３条 法第９２条ただし書（法第９３条第１項で準用する場合を含む。）の文部科学省令の定める場合 

は、次に掲げる場合とする。 

 （１） 当該発掘に関し、法第１２５条第１項により現状変更等の許可の申請をした場合 

 （２） 非常災害その他特別の事由により緊急に発掘を行う必要がある場合 

２ 前項第２号に掲げる場合においては、当該発掘を行った者は、発掘終了後遅滞なく、法第９２条第１ 

 項の規定により届出をすべき場合にあっては第１条第１項各号に掲げる事項を文化庁長官（法第１８４ 

条第１項第６号及び文化財保護法施行令（昭和５０年政令第２６７号。以下「令」という。）第５条第 

１項第５号の規定により法第９２条の規定による届出の受理を都道府県の教育委員会が行う場合には、 

当該都道府県の教育委員会）に、法第９３条第１項で準用する法第９２条の規定により届出をすべき場 

合にあっては前条第１項各号に掲げる事項を文化庁長官（法第１８４条第１項第６号及び令第５条第２ 

項の規定により法第９３条第１項で準用する法第９２条の規定よる届出の受理を都道府県又は指定都市

（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市をいう。以下同じ。）の 

教育委員会が行う場合には、当該都道府県又は指定都市の教育委員会）に届け出なければならない。 

（遺跡発見の場合の届出書の記載事項及び添付書類） 
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第４条 法第９６条第１項の規定による届出の書面には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

 （１） 遺跡の種類 

 （２） 遺跡の所在及び地番 

 （３） 遺跡の所在する土地の所有者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏 

    名 

 （４） 遺跡の所在する土地の占有者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏 

    名 

 （５） 遺跡の発見年月日 

 （６） 遺跡を発見するに至った事情 

 （７） 遺跡の現状 

 （８） 遺跡の現状を変更する必要のあるときは、その時期及び理由 

 （９） 出土品のあるときは、その種類、形状及び数量 

 （10） 遺跡の保護のため執った、又は執ろうとする措置 

 （11） その他参考となるべき事項 

２ 前項の届出の書面には、遺跡が発見された土地及びその付近の地図並びに土木工事等により遺跡の現 

 状を変更する必要があるときは、当該土木工事等の概要を示す書類及び図面を添えなければならない。 

 

 

 

 

資料９ 
 

 大 阪 府 文 化 財 保 護 条 例 （抜すい） 
 

   第８章 埋蔵文化財 

（埋蔵文化財に関する委員会等の責務） 

第６７条 委員会は、府の区域内に存する法第９３条第１項に規定する周知の埋蔵文化財包蔵地の周知徹 

底を図り、土木工事等によって当該周知の埋蔵文化財包蔵地が損傷し、又は出土遺物が散逸しないよう 

所有者その他の関係者に適切な指導又は助言を行い、その防止に努めなければならない。 

２ 何人も、宅地の造成、土地の開こん等により法第９２条第１項に規定する埋蔵文化財を発見したとき 

は、当該埋蔵文化財が貴重な財産であることを自覚し、その損傷及び散逸の防止に留意するとともに、 

当該埋蔵文化財の包蔵地の保存に努めなければならない。 

３ 何人も、委員会又は市町村教育委員会が行う埋蔵文化財の発掘調査その他保護のための措置に協力 

 するよう努めなければならない。 

 

 

 

 

資料１０ 
 

大阪府文化財保護法に基づく事務に係る事務処理の特例に関する条例 （抜すい） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第５５条 

第１項の規定に基づき、大阪府教育委員会の権限に属する事務のうち、文化財保護法（昭和２５年法律 

第２１４号。以下「法」という。）に基づく事務の一部を市町村が処理することに関し必要な事項を定 

めるものとする。 

（市町村が処理する事務の範囲等） 

第２条 法に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって大阪市及び堺市の区域に係るものは、当該市が 

処理することとする。 

（１）～（６）省略 

 （７） 法第９２条第１項の規定による届出の受理に関する事務 

 （８） 法第９２条第２項の規定による指示及び命令（文化庁長官が行うものを除く。）に係る通知に

関する事務 

 （９） 法第９４条第１項及び第９７条第１項の規定による通知の受理に関する事務 

 （10） 法第９４条第２項及び第９７条第２項に規定する通知（文化庁長官が行うものを除く。）に関 

    する事務 
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 （11） 法第９４条第３項及び第９７条第３項の規定による協議（文化庁長官が行うものを除く。）に 

    係る通知及び書面の受理に関する事務 

 （12） 法第９４条第４項及び第９７条第４項に規定する勧告（文化庁長官が行うものを除く。）に係 

    る通知に関する事務 

 （13） 法第１８８条第１項に規定する届書その他の書類の受理及び同項に規定する物件の受領に関す 

る事務 

 （14） 法第１８８条第３項に規定する命令、勧告、指示その他の処分の通知に関する事務 

２ 法に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって高槻市及び東大阪市の区域に係るものは、当該市が 

処理することとする。 

 （１） 前項各号に掲げる事務 

 （２） 法第９３条第１項において準用する法第９２条第１項及び法第９６条第１項の規定による届出 

の受理に関する事務 

 （３） 法第９３条第２項及び第９６条第８項の規定による指示（文化庁長官が行うものを除く。）に 

    係る通知に関する事務 

 （４） 法第９６条第２項及び第７項の規定による命令（文化庁長官が行うものを除く。）に係る通知 

    に関する事務 

 （５） 法第９６条第５項及び第７項の規定による期間の延長（文化庁長官が行うものを除く。）に係 

    る通知に関する事務 

３ 法に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって、府の区域内に存する市（大阪市、堺市、高槻市及 

び東大阪市を除く。以下この項において同じ。）の区域に係るものは、それぞれ当該市が処理すること 

とする。 

 （１） 第１項各号及び前項第２号から第５号までに掲げる事務 

 （２）～（５）省略 

 

 

 

 

資料１１ 
 

松 原 市 文 化 財 保 護 条 例 （抜すい） 
 

  第６章 埋蔵文化財 

（埋蔵文化財の保護） 

第４６条 委員会は、市の区域内に存する法第９３条第１項に規定する周知の埋蔵文化財包蔵地の周知徹 

底を図り、土木工事等によって当該周知の埋蔵文化財包蔵地が損壊し、又は出土遺物が散逸しないよう 

所有者その他の関係者に適切な指導又は助言を行い、その防止に努めなければならない。 

２ 何人も、宅地の造成、土地の開こん等により法第９２条第１項に規定する埋蔵文化財を発見したとき 

は、当該埋蔵文化財が貴重な財産であることを自覚し、その損傷及び散逸の防止に留意するとともに、 

当該埋蔵文化財包蔵地の保存に努めなければならない。 

３ 何人も、委員会が行う埋蔵文化財の発掘調査、試掘調査その他の保護措置に協力するよう努めなけれ 

ばならない。 

 

 

 

 

資料１２ 
 

松 原 市 開 発 指 導 要 綱 （抜すい） 
 

（文化財関係） 

第１１条 開発者は、文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）を遵守し、文化財の保護に努めるもの 

とする。 

２ 開発者は、基本計画を作成するに当たり、埋蔵文化財の保護について教育委員会と協議し、必要な措 

置を講ずるものとする。 

３ 開発者は、開発行為等において埋蔵文化財等を発見したときは、工事を中止し、直ちに教育委員会に 

 届け出て、その指示を受けるものとする。 

４ 開発者は、発掘調査等に要する経費の負担につき協力するものとする。 


